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災害時の医療を深く議論
熊本県支部は、熊本地震を乗り越えて学会の開催を決断した。多くの困難を乗り越えて開催された熊本学

会は、震災からの復興の証として大きな意味を持つ。地域に根ざした病院が災害時の医療を確保し、復興を
担うことを広くアピールするとともに、地震大国である日本において、災害に強い国づくりを進める上で、
医療の基盤整備が不可欠であることを強く印象づけるものとなった。

本号では、学会企画を中心に１〜４面で熊本学会の模様を伝えます。

第58回全日本病院学会 in 熊本を開催
復興を支援し、約3,200人が参加
熊本地震の経験を共有し、災害医療のあり方を討論。地域医療構想をめぐり活発に議論
「第58回全日本病院学会 in 熊本」（山田一隆学会

長）が10月８日・９日、熊本県支部の担当で、「地域医
療大改革～豊かな未来への取り組みをくまもとから～」
をテーマに熊本市で開催された（前号既報）。学会に
は、全国の会員病院をはじめ約3,200人が参加し、熊
本の復興を支援した。会場となった熊本市民会館と熊
本市国際交流会館、熊本ホテルキャッスル、一番館に
は、医療改革の最新情報や先進的な取り組みを学ぼう
と多数の参加者があふれ、いずれの会場も盛況だった。

開会式で挨拶する山田一隆学会長

地域医療構想に都道府県の特性出る

社会保障の充実が経済の好循環を支える

特別講演

特別講演

地域医療構想は今年度中に全都道府
県に策定してもらうことになっている。
８月31日時点で、19都府県が策定済み
だ。それぞれの構想は、地域に応じて
異なるため、その特徴を説明する。

青森県や岐阜県など地方では、県庁
所在地の構想区域だと、急性期など類
似の機能を持つ自治体病院が並存して
いる。各構想では、具体的な自治体病
院の名称をあげて、再編ネットワーク
化の方向が記載されている。地理的な
問題や政策的な医療を担う急性期の医
療機関以外では、回復期等への移行や
病床規模の適正化などを検討すると記
述している。

一方、大都市の事例として東京都を
みると、全体を概括したグランドデザ

医療保険制度を持続可能にするため
の医療者側の提案として、社会保障と
経済の関係について話したい。

90年代前半のバブル崩壊後、国の税
収が低下する一方で、景気対策のため

インを示している。大学病院も多く、
高度先進医療を将来にわたり提供でき
る体制を構築するとしている。交通網
が発展しているため、構想区域ごとに
病床機能でみると患者流出入の状況が
大きく異なるのも特徴だ。ただ、隣接
する構想区域を含めれば、完結率は高い。

また、東京都は、将来の必要病床数
が既存病床数を上回る。だが、慎重な
記載となっており、単純に増やす考え
ではないように読める。

このように地域に応じた特徴がある
が、公立病院が中心の地域では、具体
的な記述が比較的しやすいのだと思う。
逆に、都市部のように、急性期の病院
が林立している地域では調整が難しい
と感じる。課題を共有する上でも、中

の歳出が増え、その差額は国債を発行
し、借金で埋めてきた。その中で高齢
化の進展により、国民医療費は着実に
増加している。

この問題を解決するために、2012年
に自民・民主・公明の３党が消費税率
を10％に引き上げることに合意し、そ
れによって社会保障の財源を確保しよ
うとした。残念なことに、10％への引
上げは2019年10月に延期され、2018年
の診療報酬・介護報酬同時改定の財源
確保が厳しい状況となっている。

消費税率引上げによる増収分を社会
保障に充てることは、社会保障・税一
体改革で国民に約束したことである。
安倍政権がかかげる経済の好循環を実
現するためにも、消費税を医療や介護

核病院が比較的少ない地域の方が容易
で、都会では難しいようだ。

問題は、急性期で競合する病院が多
く、人口も減少している地域の調整で
ある。ある意味、撤退戦といえるので、

「競争」ではなく、「協調」し、役割分担
を考えていくのが現実的だ。

そのために、地域医療構想調整会議
がある。ただ、多くの関係者の参加を
厚労省が勧めてしまったのだが、人数
が多すぎるとの指摘を受けている。本
音の議論をするには、もう少し人数を
減らす必要があるのかなと感じている。
「協調」を図る手段として、地域医

療連携推進法人がある。具体的な検討
事例として、◇岡山大学が中心の総合
病院グループ（岡山県岡山市）◇酒田
市病院機構等の自治体病院中心の連携

（山形県酒田市）◇社会医療法人博愛

の充実に充てるべきである。社会保障
と経済は相互作用の関係にある。経済
発展は、社会保障の財政基盤を支える
ために大事であり、経済を発展させ
る努力をしなければならない。一方で、
社会保障が経済を底支えしている。医
療制度が国民の健康水準向上と社会の
安定に寄与していることを、声を大に
して主張しなければならない。

2017年度の予算編成では、高齢化に
伴う社会保障費の増加分6,400億円を
5,000億円に抑えることが課題となっ
ており、患者負担の引上げが検討され
ている。昨年12月の経済財政再生計画
で高額療養費の見直しなどの改革案が
示された。高齢者であっても負担能力
があれば、応分の負担が必要と考えて
いるが、高額療養費の見直しは財源と
して大きな金額にはならないだろう。

会等のがん専門病院の連携（鹿児島県
鹿児島市）─などがある。

地域医療構想を進めるには、在宅医
療の受け皿をつくることが非常に大事
だ。構想の推計では、介護施設を含め
た在宅等への移行が前提にある。在宅
医療を整備するには、介護保険サービ
スと密接な関係があるので、都道府県
と市町村が連携し、介護保険事業計画
と整合的な計画をつくる必要がある。

また、財政制度等審議会は、かかり
つけ医以外を受診した場合の定額負担
の導入を提案している。過去に「外来
総合診療料」が導入された際には、医
療現場が非常に混乱した。患者負担の
引上げは、受診の抑制につながる。か
かりつけ医が壊れてしまう恐れがあり、
この手法には反対せざるを得ない。

持続可能な社会保障制度とするため
に我々医療者側からも提案していかな
ければならない。大腿骨頸部骨折で年
間８万人が手術を受け、3,600億円が
かかっているが、ロコモティブシンド
ローム予防、転倒骨折の予防を進める
ことで減らすことができる。また、糖
尿病の重症化予防を進めることで透析
の医療費の伸びを止めることができる。

かかりつけ医の役割は、国民の健康
寿命を延ばすことであり、この４月か
らかかりつけ医の研修制度をスタート
させた。国民に信頼される、かかりつ
け医をつくっていきたい。

神田裕二　厚生労働省医政局長

横倉義武　日本医師会会長
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平成26年度から医療介護総合確保法
に基づき、地域医療介護総合確保基金

（以下、「基金」）が創設された。当初は、
新たな財政支援制度として、財政面でも
人材確保の面でも厳しい地域の民間病
院の支援に活用できるものと期待をした
が、既存の国庫補助事業の付け替えや
従来の補助事業をベースにしたような事
業ばかりで、我々民間の中小病院へ基
金が還元されているとは感じられない。

国は、都道府県に対し「地域医療構
想の達成に向けた医療機関の施設又は

設備の整備に関する事業」へ重点的に
基金を配分するという方針を通知して
おり、急性期から回復期への病床機能
の転換、もしくは慢性期病床の介護施
設等への転換を基金で誘導する方向性
を打ち出している。果たしてそれで問
題が解決するか。医療従事者の高齢化、
地域偏在の解消、慢性期の患者を支え
る医療と介護の連携促進などの体制整
備を図らなければ、地方では地域医療
を支えられない。むしろ「居宅等にお
ける医療の提供に関する事業」、「医療

従事者の確保に関する事業」に手厚く
配分するべきではないか。

全国的に、７対１など急性期の病床
から回復期リハビリテーション病棟や
地域包括ケア病棟（病床）への転換の
ための補助事業が基金で創設されてい
るが、診療報酬改定により施設基準や
点数が変われば、それぞれの入院料の
届出ができなくなる事態が容易に考え
られ、非常に活用しづらい。

来年度から地域医療構想調整会議
（以下「調整会議」）による議論が始ま
る。地方では、公的な医療機関が中心

的な役割を担っていることが多く、そ
ういった医療機関を維持するための方
策、機能強化などの議論が中心となる
可能性がある。調整会議の経過と基金
による補助は、密接な関係があり、民
間病院が調整会議に参画し、偏った議
論になっていないかチェックしなけれ
ばならない。

今年で３年目を迎えた基金は、都道
府県への配分時期や配分の優先度の基
準が現場の実態に合わないなど多くの
課題を感じている。地方で地域医療を
支える関係者を真に後押しする財政支
援制度になることを期待したい。

（鉾之原大助）

熊本県における平成28年熊本地震への対応

AMAT をはじめ各チームが被災地を支援

立川優　熊本県健康福祉部健康局長

病院支援や物資輸送を展開

特別講演

熊本地震関連

熊本県健康福祉部健康局の立川優局
長は、「熊本県における平成28年熊本
地震への対応について」と題する講演
で、震災での行政の対応を報告した。

４月14日と16日におきた震度７の
２回の地震による死者は105人（地震
による直接死50人、災害関連死55人）。
避難者は、16日の本震後に18万人を超
え、避難所は855カ所に及んだ。

熊本県は、発災直後に DMAT の派
遣を要請。トリアージや救急医療のほ

熊本地震関連のシンポジウム「熊本
地震と医療体制、県内・県外の動き」
では、今回初めて本格的な活動を行っ
た AMAT をはじめ、DMAT、JMAT、
災害医療コーディネータ、熊本市医師
会、上益城郡医師会の被災地への支援
活動が報告された。現場からの詳細な
報告により、今回の取り組みの成果を
共有。今後の課題も浮かび上がった。

全日病の救急・防災委員会の大桃丈
知委員が、AMAT（全日本病院協会
災害時医療支援活動班）先遣隊の活動
報告を行った。熊本地震で AMAT は
先遣隊、初動隊、第２次隊、第３次隊
を派遣。40日間にわたり、43名が活動
した。10カ所、８医療機関に対し、本
部活動から病院支援、巡回診療の立上
げ、物資の搬送などを行っている。

大桃委員は、今回の AMAT の特徴
として、①全日病と日本医療法人協会
との協同作戦②先遣隊の派遣③物資等
のプッシュ型の支援─をあげた。大桃
委員は先遣隊に参加。看護師と薬剤師、

24時間態勢で給水対応に当たり、自衛
隊に協力を要請した。水を供給したの
は82施設、1,574トンに及ぶ。「とにか
く水の対応は大変だった。水がこなく
なったらどうするか、ぜひ BCP を考
えてもらいたい」と強調した。

熊本県は、６月に全医療機関を対
象に緊急調査を実施して、８割の回
答があった。被害件数は1,282件、被
害総額は348億円に上るが、６月時点
の調査であり、最低限の数字とみてい

DMAT や JMAT、医師会の報告
DMAT（災害医療派遣チーム）は、

今回の地震で、前震の４月14日から10
日間にわたり、全国から416隊（2,032
人）を派遣した。大阪医療センターの
DMAT 事務局の若井聡智医長は主な
活動として、①熊本県庁災害対策本部
医療班の指揮の支援②被災地３区域の
活動拠点本部を災害拠点病院に設置

（熊本赤十字病院・川口病院・阿蘇医
療センター）③避難所のスクリーニン
グ④亜急性期への医療救護班活動の引
継ぎ─を実施したと述べた。

また、「10カ所の病院が病院避難を
行い、1,300人以上が他の病院に搬送
された」と報告。「患者のいなくなった
病院の経営問題がある」として、長期
的な病院の復興に懸念を示した。

JMAT（日本医師会災害医療チーム）
の活動は、日本医師会の石川広己常任
理事が報告した。前震の段階では、熊
本県医師会単独での派遣を決めたが、
本震を受け全国対応に切り替えたとい
う。医師１名と看護師２名、事務職員
１名のチームが基本で、最大78チーム

（４月24日）が活動した。全日病も主
要メンバーである被災者健康支援連絡
協議会では、各省庁から報告を受ける
とともに、各団体の情報を集約した。

災害医療コーディネータの活動につ
いて、熊本県赤十字血液センターの井

か、ヘリコプターや救急車による患者
搬送、被災病院への急性期の医療支援
を展開した。DMAT の活動は４月22
日に終了し、医療救護班に引き継いだ。
立川局長は、「AMAT が来たとき、涙
が出るほどうれしかった」と述べた。

医療の対応で苦労したことは、水の
供給だったという。各地で断水が生じ、
透析治療への影響が懸念された。隣県
に透析患者の受入れを要請するととも
に、医療機関からの給水要請に対し、

職員の計４人のチームで、福岡空港ま
では空路、そこからはレンタカーで現
地まで約７時間かかった。

到着から48時間は情報収集に当たっ
た。支援が必要と考えられる民間病院
のリストを作成し、東京の災害対策本
部と相談しつつ、最終的に、東病院（熊
本市）と宇城総合病院（宇城市）を支援
先に決めた。阿蘇立野病院などの被害
も伝わっていたが、「阿蘇地域には物
理的に入れなかった」という。

東病院は、東熊本病院の病院避難の
患者など、病床数の約1.5倍の患者を
受け入れていた。先遣隊は全日病の安
藤高朗副会長に現地対策本部を託し、
DMAT から支援を引き継ぐ形で、東
病院に入った。それが、「DMAT のク
ロノロ（時系列の活動記録）に AMAT
が初めて認知された瞬間」だった。

宇城総合病院は、建物に亀裂が走っ
たが耐震構造で、診療を続けていた。
ロビーを一般の避難者のために開放。
DMAT は活動しておらず、慢性疾患
の外来支援を AMAT に要請していた。

大桃委員はこれらの活動を踏ま
え、「災害医療の研修を受けた医療関
係職種のチームで支援ができた」と
AMAT の意義を解説。今後の課題で
は、被災地に近い地域から、AMAT
を派遣できるような本部機能が必要に
なると指摘した。

る。地震後に行政に求めることとして
は、補助金の迅速な執行や対象拡大な
ど、補助金に関する要望が多かった。

立川局長は今回の経験を踏まえ、
「日ごろの取組みが大切であり、普段
からの病院間のつながりが災害時に活
きた。行政としても日々の防災訓練の
大切さをつくづく感じた」と述べた。

清司所長が報告した。災害医療コーデ
ィネータには、被災地の医療ニーズを
把握するとともに、DMAT など様々な
災害派遣医療チームの活動を調整する
役割がある。熊本県で養成した15名の
コーディネータが、DMAT 調整本部の
スタッフとともに交代で県庁内の対策
本部で活動した。コーディネータには
各災害医療チームを指示する権限はな
く、あくまで調整役だが、全体として大
きな混乱もなく運営できたと総括した。

熊本市医師会は前震と本震後に、会
員543施設に向けアンケート調査を実
施。本震後の「被災あり」の医療機関
は52.4％、「被災なし」が20％だったが、
未回答も多かった。通信回線が遮断さ
れた可能性があるため調べると、「60
件で通信エラーがあることがわかっ
た」。熊本市医師会の宮本大典理事は、

「日常の医療が電気・ガス・水道と同
じように、ライフラインの一つである
ことを改めて実感した」と述べた。

上益城郡医師会の活動は、過酷だ
った。永田壮一会長の東熊本病院は
前震による病院避難の広域搬送の最中
に、本震に襲われた。病院は機能を失い、
永田会長は健康福祉センター「ハピネス」
に活動の拠点を移した。DMAT の活動
を支援しつつ、本震５日後に、上益城
圏域災害医療調整本部を立ち上げ、本
部長に就任した。郡内で JMAT を編成
できたのは、東熊本病院を含め２病院。
車中泊を原因とする DVT（静脈血栓塞
栓症）の啓発活動で、夜間に車のワイ
パーに小冊子を挟み込む「人海戦術」
も行ったと報告した。

持続的皮下輸液（HDC）

私が従事する慢性療養型病棟では、
度重なる点滴・加齢変化・血管脆弱性
など様 な々原因で、末梢血管のルート確
保が困難な症例がとても多い。当院入

院中の患者の約６割は、末梢継続確保
が困難とのデータもある。

療養病棟への紹介元である急性期病
院でもこれを実感しており、看取り希望
症例でもルート確保困難が故に、中心
静脈栄養（CV）で転院させる医療機関
もある。CV は療養病棟においては医
療区分３に該当するものの、患者や家
族の意向とは正反対の医療が行われる
状況を見る度に、やり場のない憤りを覚
えてしまう。身体的に限界に近づいた方
に、如何に望まれる穏やかな死を迎え

させられるかを考えたい。
こういった状況に対し、私は７〜８年

前から持続的皮下輸 液（Hypodermo 
clysis : HDC と略す）を生理食塩水・
リンゲル液・１号液・２号液・３号液を
用いて実施している。

しかし皮下投与の適応が明記され
た製剤はどれも無く、そのため医師の
責任において HDC の輸液指示を行わ
ないといけない。保険適応がないので、
当然医師も看護師も学生時代に HDC
の教育など受けておらず、HDC の知名

度が上がらない一因とも考える。
HDCのメリットは、手技が簡単・確

実な水分投与・抗生剤や利尿剤も投与
可能などであり、デメリットは電解質
補正には不適などが挙げられる。また、
筋肉注射の適応がある注射製剤はHDC
でも投与可能と考え、抗生剤や利尿剤
の投与もHDCでも行い、誤嚥性肺炎や
鬱血性心不全の治療も可能である。

今後 HDC の適応を取得した輸液製
剤の開発・認証を大いに期待する。

 （須田雅人）

AMATの活動を報告する大桃氏

地域医療介護総合確保基金は、必要な事業に還元されているか
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熊本出身の政治学者・姜尚中氏（熊
本県立劇場館長、東京理科大学特任教
授）を招いて行われた市民公開講座は、
4,000人を超える応募があり、抽選で
選ばれた300人が熱心に講演をきいた。
「災いの時代を生きる─自力と他力

の結び付き」をテーマに講演した姜尚
中氏は、経済の低迷や相次ぐ自然災害
をあげて、「きわめて不確実性の高い
時代になった」と指摘。不安の時代を
生きるために自力と他力の関係を考え
直し、社会関係資本をつくり直すべき
だと語った。

普通に暮らすことの大切さ
講演の前には、映画「うつくしい人」

が上映された。熊本出身の行定勲監督
が熊本を舞台に制作した映画で、姜氏
が主役を演じる。「昨年10月に阿蘇の
草千里で撮影した。震災以前の熊本が
映像に保存されたことはよかった。熊

熊本地震関連の企画として、兵庫医
科大学の中尾博之准教授が「災害医療
の継続計画 Business Continuity Plan 
から Medical Continuity Plan へ」をテ
ーマに講演。自然災害においては、「地
域として BCP を定める必要がある」
と強調した。

Business Continuity Plan（事業継
続計画、以下 BCP）は、災害時でも事
業を継続する、あるいは迅速に復旧す
るための計画。1988年にアメリカで大
規模なビル火災があり、１階の銀行が
BCP を定めていたため、翌日には営
業を再開できたことから注目された。

内閣府の2015年の調査から BCP 策

看護の質向上を目指して「DiNQL で
病院を変える！　看護を変える！」が
行われ、DiNQL に取り組んだ理由や
成果、課題を議論した。

DiNQL（ディンクル：Database for 
improvement of Nursing Quality and 
Labo、労働と看護の質向上のための
データベース事業）は、日本看護協会
が2012年から取り組んでいる看護の質
評価事業。今年度は584病院が参加し、
そのうち154病院が全日病の会員病院
だ。

日本看護協会で DiNQL 事業を担当
する川本利恵子常任理事が事業の概要
を説明した。DiNQL は、看護実践をデ
ータ化し、ベンチマーク評価すること
で、現場の看護管理者のマネジメント
を支援し、看護実践の強化を図ること
が目的。労働環境や看護の質に関する
評価指標を収集し、データを入力する
ことで、同規模・同機能の病院・病棟
を比較し、ベンチマーク評価すること
ができる。他施設との違いや強み・弱
みを把握し、その経年変化をみること
ができる。評価指標は146項目あり、そ
のうち11項目が必須項目とされている。

全国のスタンダードと比較できる
鹿児島県曽於市にある昭南病院の朝

戸幹雄院長は、「病院が存続していく
ためには、質の担保が必要であり、と

本の美しい光景が映画の主人公」と紹
介した。

熊本は日本一といわれる水体系を有
し、豊かな自然環境に恵まれる。しか
しその自然がときに牙を剥き、生活を
脅かす。４月の熊本地震によって住ま
いを失い、今も仮設住宅で暮らす人が
いる。「戦後の日本は普通の人が普通の
暮らしができる社会を築いてきた。普
通の暮らしが一番しあわせであることを
映画はメッセージとして伝えている」。

阪神淡路大震災以降、大規模な自然
災害が相次いでいる。「自然災害によ
って、どうしようもない状況になっ
たときには他力に頼らざるを得ない」。
歴史的にみて、天変地異が続いた時代
に苦しむ人々を救うために新興宗教が
生まれた。浄土真宗・親鸞の「他力本願」
の教えもその一つだ。
「人間には、どうしようもない境遇

におかれた人に共感する能力が備わっ

定状況をみると、金融・保険業が86.9
％で最も高く、情報通信業が59.1％で
続く。大企業ほど策定割合が高く、医
療・福祉施設は17.4％にとどまってい
る（2013年）。

欧米では、BCP が想定する非常事
態は主にテロだ。しかし、日本は台風
や地震など自然災害が多い。テロの被
害よりも地理的範囲は広く、復旧にか
かる期間も長い。「病院が BCP を定め、
想定どおり業務を継続できても、他の
病院が業務停止していれば、患者が殺
到し、破綻する」と中尾准教授は指摘。

「地域として BCP を定める必要があ
る」と強調した。

くに一番の大所帯である看護部の質の
担保が欠かせない」と述べる。

朝戸氏は DiNQL のメリットとして、
一つひとつの指標について全国的なス
タンダードで評価できることをあげる。

「田舎で医療をしていると競争相手が
いないこともあり、自分たちがやって
いることが正しいように思うが、本当
にそうなのか、常に評価する必要があ
る。そこで DiNQL が役に立つ」と述
べた。

群馬県にある沼田脳神経外科循環器
病院の阿部孝造・副院長兼看護部長は、
DiNQL 事業は病院全体で取り組むこ
とが大切だと述べた。

同病院は、2013年の DiNQL の試行
事業から参加した。阿部氏はその理由
を「他施設がどうやっているのかがわ
からず、質向上の指標が欲しかった」
と述べる。

参加に当たって問題になったのは、
情報収集だ。「DiNQL に必要な情報が
院内でばらばらに管理されていた。ま
た、誰が入力するかが問題になった」
という。そこで、情報を看護部に集約
する仕組みをつくった。データの入力
は、事務員を２人採用してデータを一
元管理できるようにした。

DiNQL データの分析から、人員配
置や労働環境の課題が明らかになった
が、「看護部だけの取組みでは限界が

ていて、その力が災害時のボランティ
アとなって現れる」（姜氏）。

しかし、経済の長期低迷が続く中で
みんなが生活の防衛を考えなくてはな
らなくなっている。「余裕がなくなると、
他力を望んでいる人に手を差し伸べら
れなくなる。その傾向がこの10年で顕
著になっている」と姜氏は指摘する。

相次ぐ自然災害に加えてリーマン
ショックのような世界経済の乱調が、
人々の生活に大きな影響を及ぼす。不
確実性の高い時代となり、みんなが
不安を抱えて生きている。「こうした
時代に自力と他力の関係をどう考える
か」と姜氏は問いかける。

社会関係資本をつくり直す
「震災の経験から学ぶことは、社会

関係資本の大切さだ」と姜氏は述べる。
阪神淡路大震災では、近隣のネットワ
ークがある地域は死者の数が少なかっ

医療における BCP に求められるの
は、災害時に失われた「欠損」を埋め
ることだという。災害直後は DMAT
などの活躍がある。その後は、JMAT
や AMAT の援助を受けつつ、地域の
医療機関の回復を待つことになるが、
東日本大震災ではその回復が遅かった。
医療の「欠損」を迅速に埋めて、その
厚みを増すことに BCP の意義がある。

BCP で最も大切なのは、「重要な事
業を判断し、優先順位をつけて、リソ
ースを配分すること」、「優先順位が低
い事業を犠牲にしてでも、それを守る」
ことだと中尾准教授は説明した。ただ
時間の経過とともに事業の優先順位は

あると考え、他職種を含めた会議に
DiNQL データを示し、協力を求める
ことにした。DiNQL データを使って
組織全体の取組みにすることが大事」
と阿部氏は強調した。

DiNQL データで人材育成
福島県の太田総合病院の遠藤利子

看護部長は、DiNQL データを使って、
自立した看護師の育成に取り組んでい
る。同病院は、DiNQL 導入以前から
データに基づく質の改善に取り組んで
きた。2008年から看護管理に使うデー
タを看護部に集めていたが、分析方法
は病棟ごとに違いがあった。2012年か
らデータの内容を統一して、データを
用いた実績報告会を開催している。

DiNQL 事業に参加してから、実績
報告会では DiNQL データをもとに報
告するようになった。その結果、「プ
レゼンの能力がついた」「データをまと
める力がついた」などの声が出ている
という。

中小病院が DiNQL に取り組む
岡山県の岡村一心堂病院の松島眞己

看護部長は、「自院の看護が全国と比
べて優れていることを見える化したい
という思いで始めた」という。DiNQL
データで比較したところ、看護職員数
は全国と同じ水準であるが、雇用形態

たという。自衛隊や警察より先に隣近
所の人が救助に当たった。こうした地
域のつながりが社会関係資本だ。「社
会関係資本が潤沢にあるところほど、
安心・安全の市民生活が守られること
がわかった」（姜氏）。

姜尚中氏は、地域の歴史や伝承を確
認し、郷土愛を高め、人と人のつなが
りを強くすることを提案した。「そこ
に他力の力がある。もう一度、社会関
係資本をつくり直す時代になってい
る」と語りかけた。

変わる。BCP に特有の指標を用いて分
析し、随時見直しを図ることが重要だ。

BCP では、災害時に起こりうる事
態を想定し、人員や物資、設備の配分
を考えなければならない。例えば、「停
電し、電子カルテが使えない状況でど
うするか」などだ。計画を実行する上
で、リーダーシップを含めた組織の力
も重要だ。

別にみると短時間職員とパートが多い
ことがわかった。フルタイムの職員の
負担が大きいと考えられるため、看護
補助者との役割分担を見直すことで改
善できると考えたという。

また、身体抑制率が高かったことか
ら、ワーキンググループを設けて検討
し、改善がみられた。「DiNQL は幅広
い指標を含んでいる。ポイントを絞っ
て課題に取り組んでいる」と述べた。

済生会熊本病院の村本多江子・副看
護部長兼病床管理室長は、DiNQL デ
ータを用いた改善活動について報告し
た。同病院は、クリティカルパスを導入
するなど、DiNQL 導入以前から質の
改善に取り組んできた。DiNQL を導
入した理由は、同じ機能を持つ病棟と
ベンチマーク評価ができることに加え
て、入力した結果がグラフ化されてフ
ィードバックされるのが魅力だとした。

DiNQL の分析により、緊急入院の
割合が高いと在宅復帰率が低くなる傾
向がみられたので、緊急入院に対する
在宅復帰支援の強化が課題となった。
同病院は、2009年に院内認定退院支援
看護師育成制度を導入。退院支援に当
たる人材を養成し、現在では全ての病
棟に退院支援看護師を配置している。

姜尚中氏が市民公開講座で講演

地域としての事業継続計画（BCP）が必要

DiNQLで病院を変える！　看護を変える！

「災いの時代の自力と他力の関係を考える」

データで評価し、看護の質向上に取り組む学会企画

災害時の医療の途絶を防ぐ特別講演
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石井公認会計士事務所の石井孝宜所
長は、「安倍政権の経済財政一体改革
と病院経営」と題して講演した。政府
は、都道府県単位で医療・介護の提供
体制を「見える化」し、医療・介護費
用の地域差解消を目指している。石井
所長は背後に医療費抑制政策があり、
それがもたらす医療機関への影響に懸
念を表明。2018年度医療・介護同時改
定に対しても、「厳しい」との見方を示
した。

石井所長は冒頭、「医療・介護同時
改定、次期医療計画・介護保険事業計
画の策定は、安倍政権のもとで行われ
る可能性が高い」と指摘。安倍政権が
どのような政策を行う政権かを確認す
ることが重要だとして、第１次安倍政
権前の小泉政権の政策を振り返った。

小泉政権では、都道府県単位で改革
が進められた。まず在院日数の縮減と
生活習慣病の予防を目指した医療費適

正化計画がある。政府管掌健康保険（協
会けんぽ）が都道府県単位となり、国
民健康保険も都道府県単位の方向での
財政運営となった。

第１次安倍政権は、「医療・介護サ
ービスの質向上・効率化プログラム」
で、小泉政権の改革を引き継いでいて、
現在に至る政策の道筋が描かれている
とした。

都道府県単位の改革は連綿と続いて
いて、政府の医療・介護に関する政策
は、「ほとんどが都道府県単位で、さ
らに地域別・医療機関別のデータ分
析が本格化している」と述べた。特に、
社会保障制度改革推進本部の専門調査
会は、地域別データに基づき、地域差
を詳細に分析している。

背景には、政府の財政健全化方針が
ある。2020年のプライマリーバランス
の黒字化達成に向け、骨太方針に経済
財政再生計画が定められた。石井所長

は、工程表の80項目のうち44項目が社
会保障で、そのうち38項目が医療・介
護関連であると指摘。質が高く効率的
な提供体制を目指すとしつつ、費用の
抑制が求められているとした。

都道府県単位の「見える化」の事例
を青森県で紹介した。青森県は他の都
道府県と比べ、1人当たり医療費が低
い。一方、病床数、平均在院日数、病
床利用率は特に高くはないが、地域医
療構想では、既存病床数が将来の必要
病床数を上回るため、「中長期的には
病床数と病院機能の見直しが行われる
可能性が高い」と述べ、適正化が図ら
れると予測した。

医療費は「単価×数量」で決まる。
青森県では単価は低いが、数量が適正
化されれば全体の医療費は抑制される
と説明。さらに、単価である1人当た
り医療費と、病床数や平均在院日数な
どの数量の両方が高い都道府県では、

両方が調整される可能性がある。その
場合に、地域の医療機関が受ける影響
について、石井氏は「悲観的にならざ
るを得ない」とした。

３年間で社会保障の伸びを1.5兆円
に抑えるという政府の目標に基づき、
2017年度の予算編成でも社会保障の伸
びを5,000億円とすることが課題とな
っている。石井所長は、「2017年度に
1,400億円を削る有効な手段が見当た
らず、2018年度に一気に削ることも考
えられる。2018年度の同時改定は、厳
しい改定になるのではないか」との見
方を示した。

都道府県単位の「見える化」は医療費抑制策
医療機関に与える影響に懸念特別講演

地域医療構想の現状と今後の対応

来年の全日病学会を石川に引き継ぐ

現状のままでも病床数が収れんシンポジウム
学会企画のシンポジウム「地域医療

構想の現状と今後の対応」では、５人
の識者が登壇した。地域医療構想をめ
ぐっては、必要病床数（病床必要量）
の全国推計が出て、当初は病床削減の
手段と誤解されたが、シンポでは、地
域の実情に応じた提供体制をつくるこ
とが重要であることを再確認。特別な
対策を講じなくても、多くの地域で、
現行の病床が医療機能別の需要に見合
ったものに収れんする過程にあること
もわかった。

国際医療福祉大学の高橋泰学部長は、
地域医療構想が想定する「2015年の病
床数」と「2025年の必要病床数」のかい
離を比べるだけでなく、現状で地域の
病床がどう変化しているかを分析する
ことが重要だと指摘。全国の二次医療
圏について、過去10年（2004年→2014
年）の変化を調べた。

それによると、過去10年間で病床
数は７万3,600床ほど減少。最も減少
したのは、愛知県の名古屋▲1,886床、
次いで東京都の区中央部▲1,690床、
大阪府の大阪▲1,502床だった。減少
割合では、長崎県の上五島が▲61％（▲
148床）で最も高い。逆に、最も病床
数が増えたのは千葉県の松戸の1,039
床（15％）だった。

過去10年間の傾向がつかめれば、今
後もこの傾向が続くと予想される。高
橋氏は「何もしなくても、地域医療構
想の目標に近くなる地域がかなり多い
ことが予想される」と述べた。

熊本学会は10月９日の夕刻、すべて
のプログラムを終え、閉会式を行っ
た。山田一隆学会長が熊本学会の終了
を宣言。来年９月開催の「第59回全日
本病院学会 in 石川」で学会長を務める
神野正博石川県支部長（全日病副会長）
に「学会旗」を手渡した。最後に、田
中英一実行委員長（武蔵ケ丘病院理事
長）が挨拶。関係者に謝意を述べる際
に、なみだをみせる場面もあった。

山田学会長は、「3,195名もの参加が
あり、熊本の復興支援だと受け止めて
いる。今回の学会で、地域医療構想に
ついて、幅広く議論してもらった。熊

その上で、「単純計算だと、東京の
各病院が８％ずつ病床を増やせば足り
る。だが東京は土地がないので、それ
は不可能」と述べ、「空いた土地に病院
を建てられるのは、他県からの医療法
人」との懸念を示した。人手不足がさ
らに深刻になる可能性も高いとした。
その対応として、現状の病院が稼働率
を上げることで、不足する病床数を少
なくできるとの見方を示した。

猪口氏は、東京都では2025年には
５万人以上の在宅医療患者を追加的に
支えなければならないと指摘。「療養
病床は自宅からの入院が少なく、自宅
に帰る患者も少ない。『ほぼ在宅、時々
入院』を支えるのは、地域に密着した
急性期・回復期を担う中小病院だ」と
強調し、医療機能の明確化を促した。

織田病院（佐賀県）の織田正道理事
長（全日病副会長）は、医療計画と地
域医療構想の関係を整理する厚労省の

「地域医療構想に関するワーキンググ
ループ」の議論を報告した。地域医療
構想が病床削減を目指すものではない
ことを強調するとともに、「退院後の
受け皿をどのように整備するかが重要
だ」と主張した。

基準病床数と必要病床数（病床の必
要量）との関係では、地方は将来の必
要病床数が現状の既存病床数を下回る
が、大都市は逆に、必要病床数が既存
病床数を上回る。さらにこれまで大都
市は基準病床数が足かせとなり、病床
を増やせなかったが、今後この基準病

北海道学会の優秀論文を表彰
10月８日夜の懇親会で、昨年の北海

道学会の演題の中から選ばれた優秀論
文の授賞式が行われた。表彰状と賞金
が、川島周学術委員会委員長から受賞
者に授与された。

近森病院（高知）の近森正幸院長は、
高知県が日本の将来を先取りした状況
にあるとした上で、「激烈な機能分化
と淘汰が進行している」と述べた。高
知県は人口が減少し、所得は低い。患
者が限られる一方で、病床数は多い。
高度急性期・急性期は基幹病院に集中
しつつあり、「機能分化できずに急性
期で競合する中小病院は、経営悪化に
陥り、ベッドを減らしている」と報告
した。

地域医療構想が目指す医療に向けて
は、2018年度の診療報酬改定で手が打
たれている。特に、高度急性期・急性
期は、「重症度、医療・看護必要度」の
基準見直しなどで、患者の絞込みが行
われており、「在院日数が下がり、回
転率が速くなるとともに、重症患者の
取合いが起きている」。患者を確保で
きなければ、病床稼働率が低下し、患
者1人当たりの単価も下がる。その上
で、「あと４〜５年で地域医療構想の
必要病床数に収れんするだろう。だが
医療機能の向上により、地域の医療体
制は支えられる」と近森氏は述べた。

平成立石病院（東京都）の猪口正孝
理事長（全日病常任理事）は、東京都
の地域医療構想をめぐる状況を報告。
東京都は今後医療需要が増大し、2025
年には現状より病床数を8,000床以上
増やさなければならない。「これは地
域の診療体制を変える500床の病院16
施設分だ」と指摘。地域に与える影響
が大きいとした。

本地震では、災害医療のあり方を深く
実感し、災害時の医療を考慮した地域
医療構想が必要であると認識した。こ
れからも熊本の復興に向け、努力を傾
ける」と述べた。

神野石川県支部長は、「北陸での学
会開催は初めて。富山県支部と福井県
支部の協力を得て、オール北陸で学会
を開催したい」と述べた。学会のテー
マは「大変革前夜に挑め！  今こそ生
きるをデザインせよ」。神野支部長は、

「医療・介護・福祉という殻を抜け出て、
人々の生活に関わっていくという意味
を込めた」と述べた。

床の急激な増加が想定され、既存病床
を超えることが予測されるため、医療
計画上の基準病床数の過不足を毎年チ
ェックすることになったと報告した。

将来の医療需要は地域により異なる
ため、現場の実態を把握することが不
可欠だ。織田氏は、医療者が積極的に
地域医療構想調整会議に参加すること
を促した。さらに、地域医療構想の目
的が病床削減ではないことを明示する
よう、都道府県に求めることを提案した。

産業医科大学の松田晋哉教授は、地
域医療構想の基本的な考え方を説明。
データに基づき医療機関に自己決定を
求めるものだとした。

松田教授は政府の「医療・介護情報
の活用による改革の推進に関する専門
調査会」の会長代理。同調査会は地域
医療構想の全国推計を行っている。松
田教授は、慢性期の需要について、「療
養病床や介護施設、在宅等の合計であ
るのがポイント」と指摘。「地域により
事情が異なる。在宅医療が難しく施設
が望ましい場合もある」と述べた。

今後急増する患者像として、75歳以
上の女性患者が特に多くなるほか、疾
患では、脳血管疾患、慢性心不全、肺炎、
骨折が中心になるとした。その対応と
して、急性期の段階からの医療・介護
のネットワーク化が不可欠になると主
張した。

【最優秀論文】
『同規模整形外科単科病院での患者満
足度調査の検討』
竜操整形　竜操整形外科病院管理部　
難波修氏

【優秀論文】
『脳卒中片麻痺患者に対する視覚的運
動錯覚を用いたロボットスーツ HAL 
訓練の実践』
秀友会　札幌秀友会病院リハビリテー
ション科　理学療法士　高川裕平氏

『認知症の合併が急性期脳梗塞治療の
コストに与える影響調査〜看護ケア時間
に基づいた患者別原価計算による検討』
脳血管研究所附属美原記念病院　診療
情報管理士　内田智久氏　（現所属　
大誠会　内田病院　本部）
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厚生労働省の「社会保障審議会・療
養病床の在り方等に関する特別部会」

（遠藤久夫部会長）は10月５日、療養
病床のあり方に関して、前回に引き続
き議論を行った。介護療養病床の廃止
をめぐって賛否が分かれたが、来年度
末の一律の廃止は不可能との認識で一
致した。また、遠藤部会長が介護療養
病床の受け皿となる施設類型のたたき
台を示すよう、厚労省に要請。厚労省
は、来年の通常国会への法案提出を目
指している。

療養病床廃止の理由がわからない
厚労省はこれまでの意見を受け、現

時点で2017年度末の廃止が規定されて
いる介護療養病床の取扱いを論点と
して示した。同特別部会の初会合で
は、「設置期限の再延長を第一選択肢
として議論すべき」との意見と「法律
上、すでに廃止されていることを踏ま
えて、議論する必要がある」との意見
が出ていた。

委員からは、「介護療養病床で患者

厚生労働省は10月３日、望ましい医
療従事者の働き方を検討するため、「新
たな医療の在り方を踏まえた医師・看
護師等の働き方ビジョン検討会」の初
会合を開いた。医療を取り巻く環境が
様々に変化していることを踏まえ、今
後求められる医師や看護師の働き方を
展望する。医師の働き方のあるべき像
を描いて、新たな医師需給推計につな
げることがねらい。座長には、澁谷健
司東京大学大学院教授が選出された。

検討会の開催は、「医療従事者の需給
に関する検討会・医師需給検討会」の
中間まとめを踏まえたものだ。中間ま
とめでは、医師需給推計の結果に基づ
いて、今後の医師養成数の考え方を整

厚生労働省の「医療計画の見直し等
に関する検討会」（遠藤久夫座長）は10
月７日、医療計画における５疾病につ
いて議論した。厚労省は医療計画見直
しに関する論点整理を提示した。

医療計画に記載すべき疾病は、現行
の５疾病（がん・脳卒中・急性心筋梗塞・
糖尿病・精神疾患）を継続し、充実さ
せる方針が６月の会合で固まっていた。
今回の会合では、厚労省の関係部局の
担当者が、５疾病のそれぞれについて
現状と課題の検討状況を報告した。各
疾病の提供体制を議論する会議が設置
され議論が続けられており、それらの
会議の進行状況も報告された。

その上で、厚労省は各疾病について
取り組んできた対策を次期医療計画に
反映することを提案。健康増進計画な
ど、他の計画における予防対策の取組
みと調和させることも論点として示し
た。

さらに、現状把握や課題の抽出を行
うための「指標」については、NDB 等
を活用して、都道府県の施策につなが
りやすい指標とすることを論点とした。

全日病会長の西澤寬俊委員は、厚労
省内で５疾病の担当部局が異なること

の拘束をゼロにする取組みを続けてき
た。拘束をなくすには人員が必要。介
護療養病床を廃止する理由がわからな
い。財政的な理由以外があるのなら、
明確に示してほしい。そうでなければ
反対し続ける」との意見が出た。一方
で、「保険給付の根拠規定がない状態
を続けるべきではない。財源の裏づけ
を含めて、存在の根拠をつくる必要が
ある」と、法的な位置づけを重視する
意見もあった。

全日病会長の西澤寬俊委員は、「法
律に規定されているから廃止というだ
けでは納得できない、との意見が出て
いる。介護療養病床が果たしている機
能をもう一度確認し、受け皿として必
要な機能が何なのかを丁寧に議論する
必要がある」と発言。また、サービス
提供の中身だけでなく、受け皿ができ
たときに、財源を含め医療保険と介護
保険の枠組みがどう整理されるのかに
ついての議論も必要とした。

同日の議論ではそのほか、◇新たな
施設類型の基本的性格（財源を含む）

理した。しかし医師需給推計に対して
は、医師の働き方の実態を反映してい
ないとの指摘や、あるべき働き方が考
慮されていないことに批判が出ていた。

このため中間まとめは、医師需給推
計の不十分さを認め、医師の働き方に
関する調査とあわせて、新たな医療の
あり方を踏まえた医師の働き方ビジョ
ンを策定し、その上で、改めて医師需
給推計を行うと明記した。医師需給推
計は、将来のどの時点で医師数が過剰
になるかを推計するので、医学部入学
定員の臨時増員の取扱いなどの議論に
影響することになる。

塩崎恭久厚生労働大臣は初会合の挨
拶で、「医師の働き方ビジョンがなけ

から、各疾病の医療提供体制に関する
取組みが統一されていないことを問題
視した。「ひとつの疾病の医療提供体
制が整っていない地域では、他の疾病
の提供体制も整備されていなことが多
い。二次医療圏単位の資料をもとにし
て、５疾病を総合的に議論するべきだ」
と提言した。

５疾病は各種検討会を踏まえ見直し
がんの医療体制について厚労省は、

「がん診療提供体制のあり方に関する
検討会」の議論を報告した。従来、が
ん医療の均てん化を目指して、診療提
供体制を整備してきたが、一方で、ゲ
ノム医療については集約化の方向で検
討会の議論が進んでいる。検討会の議
論を踏まえて、医療計画も見直す方向
だ。

脳卒中および急性心筋梗塞について
は、「脳卒中、心臓病その他の循環器
病に係る診療提供体制の在り方に関す
る検討会」とそのワーキンググループ
の議論が報告された。同検討会では搬
送から急性期の医療体制だけでなく、
回復期から慢性期に係る診療体制につ
いても、今後議論する予定。検討会の

◇人員配置◇施設基準◇低所得者への
配慮─も論点となった。新たな施設が
できた場合の経過措置や転換支援策な
どの議論も、厚労省は促した。

委員からは「病院完結型ではなく、
地域完結型の医療・介護を目指す観点
から新たな制度を考えるべき」、「医療
機能を内包した施設系サービスは『住
まい』ではないので、多床室は認めら
れるのではないか」、「医療機関と併設
した居住スペースは『住まい』なので、
住み続けられる居住権との関係を整理
する必要がある」、「低所得者に対する
配慮以外に、過疎地や有床診療所への
配慮も必要」などの意見があった。

経過措置については、「医療・介護
同時改定の結果が出る2018年２月にな
らないと、報酬が決まらない。十分な
経過措置を設ける必要がある」との指
摘があった。「経営面での見通しがな
いと判断できない」との声は複数の委
員からあり、現行の廃止期限を再延長
するか、廃止した上で経過措置を設け
るかの違いはあるが、来年度末に一律

れば、将来の医師の需給はわからない。
あるべき姿を描いた上で、需給推計を
行う必要がある」と述べた。

ただ、働き方ビジョンで検討する医
療を取り巻く環境の変化として、様々
な要因をあげており、医師の働き方に
どんな影響を与えるかは一様ではない。
厚労省は環境の変化として、地域医療
構想を踏まえた病床機能の分化から地
域包括ケアの推進、情報技術や人工知
能の発達、多死社会の到来まで幅広い
社会の変化をあげている。

このため、検討課題は多岐にわた
り、曖昧な印象も与える。具体的には、
◇看取りニーズの拡大◇病床機能の分
化、連携、療養病床の見直し◇在宅医

議論を医療計画見直しに反映させる。
日本医療法人協会の加納繁照委員は、

循環器病に関する検討会に、現場の民
間病院の立場の委員を参加させるよう
厚労省に要請した。

糖尿病について、厚労省は「保険者
による健診・保健指導に関する検討会」
の議論や、「糖尿病重症化予防プログ
ラム」策定に向けた検討状況を報告し
た。その上で、医療計画では、「診療
報酬に糖尿病透析予防指導管理料があ
ることを踏まえ、指標を見直してはど
うか」と提案した。

精神疾患については、「これからの
精神保健医療福祉のあり方に関する検

に廃止するのは不可能で、一定の経過
措置が必要との認識は共有した。

総合確保基金の活用求める
転換支援については、「医療介護総

合確保基金を活用すべき」との意見が
相次いだ。現行の療養病床からの転換
以外に、新たな施設を認めることにつ
いては、「参入規制を設けることは法
的に難しい。期限つきであれば、ぎり
ぎり認められる」との指摘があった。

遠藤部会長は会議終了時に、「療養
病床等の在り方等に関する検討会」が
まとめたサービス提供類型をさらに具
体化した「たたき台」を提示するよう
厚労省に要請。次回、10月下旬の特別
部会で議論される。

療・介護、地域包括ケアの推進◇総合
診療専門医・かかりつけ医の普及◇医
療 ICT 等インフラ整備や AI 等による
イノベーション◇医療従事者間、介護
従事者との役割分担、業務負担の軽減、
働き改革─と盛り沢山だ。

検討会は医師の勤務状況を把握する
ための調査を早急に行う。検討会委員
の井元清哉東大医科学研究所教授を中
心に実施するとしている。

討会」の議論を報告した。厚労省は「障
害福祉計画と整合的な医療計画の策定
が必要」と指摘し、検討会の議論を踏
まえて医療計画を見直す方針を示した。

厚労省は５疾病について、各疾病の
検討会の議論を踏まえて次期医療計画
の見直しを図る方向を示し、委員は大
筋で了承した。

医療計画の検討会は、年末を目途に
取りまとめを行う予定だ。会議後に厚
労省は、各疾病の検討会の議論が年末
までに間に合わない場合には、３年後
の第７次医療計画中間見直しに反映さ
せる可能性もあるとの見解を示してい
る。

来年度末の介護療養病床の廃止は不可能

医療従事者の働き方でビジョンを策定

厚労省が５疾病に関する論点整理示す

次回会合に厚労省がたたき台示す

医師需給推計を改めて実施

がんや循環器など各疾病の検討結果を反映

厚労省・療養病床特別部会

厚労省・ビジョン検討会

厚労省・医療計画見直しの検討会

全日病_2016_1101.indd   5 2016/10/28   13:28



（6） 2016年（平成28年）11月1日（火） 全日病ニュース

オプジーボの薬価を市場拡大再算定で引下げ

入院医療の2016年度調査項目を了承

専門医の認定・更新の手続きを了承

最適使用推進ガイドライン素案は了承

「医師の指示見直し」の質問は変更

2017年度に暫定プログラムを実施する６学会からヒアリング

中医協・薬価部会
厚生労働省は10月５日の中医協・

薬価専門部会（西村万里子部会長）に、
抗がん剤のオプジーボ（小野薬品工業）
を念頭に置いた高額薬剤の薬価の特例
的な引下げ案を示した。年間販売額が
予想を超えて拡大した場合に、薬価を
下げる市場拡大再算定の考え方を適用
する。委員から異論は出なかった。ま
た、最適使用推進ガイドラインの素案
とその医療保険上の取扱いを了承した。

オプジーボは希少疾患の効能で承認
され、小規模の市場を前提とした高額
な薬価が設定された。しかしその後、
適用や用法容量が劇的に変わり、想定
外に市場規模が拡大した。具体的に
は、希少疾患の悪性黒色腫（メラノー
マ）から、「切除不能な進行・再発の非
小細胞肺癌」、「根治切除不能または転
移性の腎細胞癌」に広がった。さらに、
現時点で多数のがん種に対する治験が
行われており、承認・保険適用が今後
も増えると見込まれる。

高額薬剤への対応では、2018年度改
定で薬価算定の抜本改革を行う方向に

中医協の入院医療等の調査・評価分
科会（武藤正樹分科会長）は10月12日、
2016年度診療報酬改定の結果を検証す
るための2016年度調査の項目案を概ね
了承した。また、療養病棟入院基本料
等の調査は2016年度と2017年度の両年
度で実施することも決めた。19日の基
本問題小委員会に報告した。

2016年度調査は◇一般病棟入院基本
料の「重症度、医療・看護必要度」等
◇地域包括ケア病棟入院料の包括範囲
◇療養病棟入院基本料等◇退院支援で
の医療機関の連携や在宅復帰率につい

日本専門医機構（吉村博邦理事長）
は10月６日の記者会見で、新専門医制
度における専門医の更新の手続きを承
認したことを報告した。認定と同様に、
１次審査は学会が機構の基準に則って
行い、２次審査は機構が実施する。従
来の整備指針を来月中旬をめどに改定
し、2018年度の実施に向けた専門医認
定・更新の機構の基準とする。

予測）となる。
これを当てはめると最大25％の引下

げとなるが、厚労省は今回、市場拡大
再算定の「考え方」を適用するとした
のみで、25％の引下げを提案したわけ
ではない。

医療保険上の取扱いを通知で規定
最適使用推進ガイドラインの素案と

その医療保険上の取扱いを、薬価専門
部会として了承した。試行的にオプジ
ーボとレパーサ（アステラス製薬）を
対象としたガイドラインを作成する。
さらに、保険適用上の留意事項として
医療課長が通知する（留意事項通知）。

ガイドラインの対象はオプジーボと
レパーサ、その類薬。最適な使用を促
すため、患者の選択基準や医師・医療
機関などの要件を記載する。

非小細胞肺がんを適用としたオプジ
ーボの施設要件のイメージでは、がん
診療連携拠点病院、地域がん診療病院
であることや、呼吸器やがん薬物療法
の専門性を求めた。

全日病副会長の神野正博副会長は、
「看護師の特定行為の研修制度が始ま
っている。医師が包括的指示を見直さ
ない場合はどうなるのか」と質問。そ
れを皮切りに、質問項目を見直すべき
との意見が相次いだ。

厚労省は経年的な変化を観察するた
めに、項目自体を削除することには難
色を示したが、新たな項目を設けるこ
とで委員の理解を得た。具体的には、

「医師の診察（処置・判断含む）の頻度」
の項目を新たに設け、選択肢を「１日
数回」「毎日」「常時必要」などに分ける。

認定・更新料についても正式に承認
し、５年で１万円（年間２千円）とした。
機構の財務状況を精査し、運営が可能
であることを確認したという。

また、来年度に暫定プログラム（学
会が独自に実施する2017年度の新たな
研修プログラム）を実施する学会から、
地域医療への配慮について、改めてヒ
アリングを行った。暫定プログラムを

ある。それとあわせ、高額薬剤の最適
使用推進ガイドラインの策定と、2018
年度改定を待たずに、薬価を「期中改
定」することが論点となっている。

厚労省は「期中改定」の対象となる
薬剤の条件として、①効能追加などが
行われてから、2018年度改定までに２
年を超える期間が経過②2016年度販売
額が千億円超で、市場が当初予測の10
倍以上拡大─をあげた。これを満たす
のはオプジーボとなる。

その上で、再算定に関し、「できる
限り既存の考え方を活用するのが合理
的」と主張。市場拡大再算定の仕組み
を適用すべきとの考えを示した。

具体的には、2018年度改定での市場
拡大再算定の特例にならうと、①年間
販売額が1,000〜 1,500億円、市場規模
が予想の1.5倍以上で最大25％引下げ
②年間販売額が1,500億円超、同1.3倍
以上で最大50％引下げ─となる。今回
は薬価調査を行わないため、企業の仕
切価格（出荷価格）ベースを用いると、
年間販売額は1,260億円（小野薬品工業

て、改定による見直しの影響を調べる。
11〜 12月に調査を実施し、来年１月
に集計。２月以降に結果を公表する。

調査項目のうち、入院患者票につい
ては、医師の直接の医療提供の頻度に
関する質問を変更することになった。
医師の医療提供の頻度を把握するのに、

「医師による指示の見直し」を判断基
準とすることに反対意見が相次いだた
めだ。医師が診察して、それが必ず「指
示の見直し」になるとは限らない。し
かし、厚労省はその文言を、これまで
の調査項目で使ってきた。

専門医の認定については、機構の
新体制のもと、学会の役割が強化さ
れ、１次審査は機構の基準に則って学
会が行うことになった。更新について
も同様の手続きとする。その際に、「医
師は基本診療領域のいずれかを取得す
る」と記載されているなど、問題が指
摘されている整備指針を改定し、専門
医の認定・更新の基準とする考えだ。

高コレステロール血症治療薬のレパ
ーサについては、薬価収載時に中医協
の要請で、すでに留意事項通知が出て
いる。変更があるかは今後の検討次第だ。

これらのガイドラインの医療保険上
の取扱いも決めた。実効性を高める観
点から、ガイドラインを修正し、留意
事項通知とする。

支払側の委員から「ガイドラインが
遵守されない場合は、審査支払機関で
査定すべき」との意見が出た。診療側
は「今回は特殊な例であり、他の薬剤
について、一つの規則で縛るべきでは
ない」として、医師の裁量権を強調し
た。また、将来的には在宅医療などで
も処方ができるようガイドラインの適
宜見直しが必要との意見も出た。

煩雑さを軽減し、回収率を上げるた
めの工夫として、NDB（ナショナル・
データ・ベース）を活用する。患者票
の補助票として、DPC データのＨフ
ァイルの代替提出を可能とする。

実施するのは、整形外科、救急科、形
成外科、小児科、耳鼻咽喉科、病理の
６学会（既存プログラムとの併用含む）
としている。

ヒアリングの結果、大都市での募集
定員の制限や研修施設の指導医要件の
緩和、へき地での特例などの配慮を各
学会が一定の水準で行っていることを
確認した。

日本専門医機構

中医協・入院医療等分科会
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【主な協議事項】
●平成28年度の入退会状況
正会員として以下の入会を承認した。
青森県　�医療法人元秀会弘前小野病院

理事長　小野　浩嗣
正会員は合計2,490会員となった。
賛助会員として以下の入会を承認した。
ボルボ・カー・ジャパン株式会社（東
京都、代表取締役・木村隆之）
賛助会員は95会員となった。

●人間ドック実施指定施設の申請
日帰り人間ドック実施指定施設の申
請について承認した。
＜日帰り人間ドック＞
��大阪府医療法人東和会第一東和会病
院　理事長　飯田　稔

日帰り人間ドック実施指定施設は合
計476施設となった。
●平成29年度事業計画・予算編成作

業日程（案）について
猪口副会長より、「平成29年度事業
計画・予算編成作業日程（案）」の説明
があり、作業スケジュールについて了
承された。

【主な報告事項】
●山梨県支部副支部長の交代について
山梨県支部副支部長の大田文人先生

（白根徳洲会病院）が退任し、石川真
先生（同）が就任したことが報告された。
●審議会等の報告
「中央社会保険医療協議会総会、薬
価専門部会」、「地域医療構想に関する

ワーキンググループ」、「社会保障審議
会療養病床の在り方等に関する特別部
会」、「医療従事者の需給に関する検討
会医師需給分科会」、「医療計画の見直
し等に関する検討会」などの報告があ
り、質疑が行われた。
●講習会、研修会について
「第４回病院看護師のための認知症
対応力向上研修会」、「第２回災害時の
病院管理者等の役割研修」の概要が報
告された。
●病院機能評価の審査結果について
□�主たる機能 (3rd Ｇ：Ver.1.0�〜順
不同）
◎一般病院１
岩手県� 盛岡繋温泉病院　更新

愛知県� 千秋病院　更新
大阪府� 牧病院　更新
佐賀県� 西田病院　更新
◎一般病院２
京都府� 宇治徳洲会病院　新規
東京都� 江東病院　更新
◎リハビリテーション病院
佐賀県� 志田病院　更新
◎慢性期病院
埼玉県� 所沢ロイヤル病院　更新
高知県� 南国病院　更新
和歌山県� 桜ヶ丘病院　更新
９月２日現在の認定病院は合計
2,205病院。全日病会員数のうち、認定
病院数の占める割合は34.8％となって
いる。

2016年度　第７回常任理事会の抄録　10月7日

厚生労働省の「医療従事者の需給に
関する検討会・医師需給分科会」（座長
＝片峰茂・長崎大学学長）は10月６日、
医師偏在対策について参考人からヒア
リングを行った。

ヒアリングしたのは、◇日本専門医
機構の吉村博邦理事長◇地域医療機能
推進機構（JCHO）の尾身茂理事長◇徳
島県保健福祉部の鎌村好孝次長の３人。
このうち JCHO の尾身理事長は、保
険医登録の仕組みを変えて、一定期間、
医師不足地域における勤務を条件とす
ることを提案した。

日本専門医機構の吉村理事長は、新
たな執行部による同機構の取組み状況
を報告し、2018年度から新専門医制度
を開始するに当たって、医師の地域偏
在を抑制する方策を示した。吉村理事

長は①大都市圏の専攻医の募集定員を
採用実績の1.1〜 1.2倍以下に設定する
②産婦人科領域などでは大都市圏の専
攻医を地方に一定期間ローテイトさせ
る③明らかな専攻医の偏在が生じた場
合には年次ごとに都市圏の募集定員を
調整する④連携医療機関でも専攻医の
採用を可能とすることを説明した。

JCHO の尾身理事長が提案
JCHO の尾身理事長は、医師の偏在

対策として、保険医登録の仕組みを変
えることを提案。保険医や保険医療機
関の責任者になる条件として、一定期
間、医師不足地域で勤務することを求
めた。尾身理事長は「医療が保険料や
税金で成り立っていることを考えれば、
プロフェッショナルフリーダムを尊重

すると同時に地域や社会ニーズにも応
えなければならない」と指摘した。

また、専門医制度における診療科別
の研修枠について、将来の人口動態や
疾病構造の変化を考慮した上で、「都
道府県・２次医療圏ごとに一定の幅を
もって各診療科別の専攻医研修枠を設
定することが重要」と述べた。

尾身氏の提案に賛成する意見が多か
ったが、「地方勤務の強制は今の時代
にあわない」など反対意見もあった。

徳島県の鎌村次長は、徳島県の医師
確保対策と地域医療支援センターの取
組みを報告した。徳島県は、人口10万
人当たりの医師数が全国３位だが、医
師の高齢化が進み、へき地では医師確
保が困難な状態となっている。このた
め徳島県は、2009年度から徳島大学医

学部の地域枠と連携し、修学資金を貸
与しているほか、2011年から徳島大学
病院に地域医療支援センターを事業委
託し、医師確保対策に努めている。支
援センターの設置後、県内で初期研修
や専門研修を行う医師が増加している。

このほか厚労省から、「新たな医療
の在り方を踏まえた医師・看護師等の
働き方ビジョン検討会」の設置につい
て報告があったが、構成員から分科会
で検討すべき事項について別の検討会
を設置することに対し異論が出された。

医師偏在対策で参考人からヒアリングを実施
医師不足地域における勤務を保険医登録の条件に厚労省・医師需給分科会

訪問介護・生活援助の資格要件の「緩和・廃止」を提案

処遇改善加算の拡充等で17年度に介護報酬の期中改定

　

「介護人材の処遇改善」の議論始まる

社会保障審議会・介護保険部会（遠
藤久夫部会長）は10月12日、「軽度者へ
の支援のあり方」について２巡目の議
論を行った。

2015年の骨太方針は、軽度者に対す
る生活援助サービス・福祉用具貸与に
ついて、「給付の見直しや地域支援事業
への移行を含め検討を行い、2016年末
までに結論を得る」ことを求めている。

また、10月4日の財務省・財政制度
分科会は、軽度者（要介護１・２）に対
する生活援助や通所介護など、地域に
おける多様な主体の事業で代替可能な
サービスは地域支援事業へ移行させる
べきと提言している。

介護予防訪問介護と介護予防通所介

社会保障審議会・介護給付費分科
会（田中滋分科会長）は10月12日、安
倍政権が2017年度の重点施策に掲げる

「介護人材の処遇改善」に関する議論
を開始した。分科会は、厚労省が示し
た「現行の介護職員処遇改善加算の拡
充をベースに介護報酬を見直す」こと
で一致、2017年４月に同加算を軸とし
た期中改定を行う方針を了承した。

６月２日に閣議決定した「ニッポン
一億総活躍プラン」は、介護人材の処
遇改善について、「2017年度からキャ
リアアップの仕組みを構築し、月額平
均１万円相当の処遇改善を行う。この
際、介護保険制度のもとで対応するこ

異口同音に「要支援者の移行を検証・
評価することなく、生活援助等の移行
を決めるべきではない」と、厚労省の
方針に賛成した。

その上で厚労省は、軽度者に対する
生活援助等の給付を見直す必要を指摘
し、「次回介護報酬改定において、訪
問介護における生活援助は、要介護度
にかかわらず、サービス提供を行う場
合の人員基準の見直しを行うことも考
えられる」と提起した。

厚労省が提起した「人員基準の見直
し」は、生活支援にかかわる介護福祉
士とホームヘルパーという資格要件を
大幅に緩和するか廃止することによっ
て民間の家事代行サービスと実質的に
同等にしていくことを意味する。その
結果、生活支援の介護報酬も民間家事

「役職・役割」がいずれも50％前後（複
数回答）で拮抗しているが、人事評価
を行う法人（60.1％）のうち、「評価基
準や評価方法が明文化されている」と
答えたのは34.1％で、全体の20％弱に
とどまっている。このように介護事業
所の多くは、透明・公正な人事評価と
はいえない事情で昇給額が決まってい
る実態がうかがえる。

この日の議論で委員からは、「加算
が増えたところで、定昇がない企業体
質のもとでは処遇が継続的に改善され
るとは思えない」「加算の使い道は経営
者にまかされているので賃金は上がっ
ていないというのが職員の実感ではな

護は、2014年の介護保険法改正によっ
て介護保険の指定サービスから市長村
が任意に実施する地域支援事業（介護
予防・日常生活支援総合事業）へ移行
することになった。移行は2015年４月
から2017年３月までの間に行われる。

このことを踏まえ厚労省は、この日
の論点で、「軽度者に対する訪問介護
の生活援助等給付の地域支援事業への
移行に関しては、介護予防訪問介護と
介護予防通所介護の移行の結果を検証
した上で検討するべきではないか」と
し、総合事業への移行結果の検証を先
行させることを提案した。

この提案について、自治体の委員は
「各市町村は来年３月までの事業開始
に追われており、新たな移行を受け入
れる状況にない」と発言。他の委員も

とを基本に、予算編成過程で検討する」
と明記している。これにより、介護保
険制度の枠内で処遇改善に対応するこ
とが所与のものとなり、介護報酬にお
ける介護職員処遇改善加算を活用して
実施する路線が敷かれた。

2012年度の「介護職員の賃金・雇用
管理の実態調査」によると、一般職（正
規職員）の基本給に定昇制度があると
回答した法人は53.5％に過ぎない。「あ
る」とした法人のうち、「賃金表に基づ
いて昇給する」と答えた法人は35.6％
で、さらに少なくなる。

定昇の昇給額に反映される要素をた
ずねたところ、「収支状況」「人事評価」

代行サービスの価格水準に収れんさせ
ていくものと思われる。

こうした提案に、多くの委員は「生
活支援は軽度者の重症化を予防する役
割がある」などと反対した。日本医師
会常任理事の鈴木邦彦委員は、「次期
改定で介護報酬が下がれば生活支援を
提供する介護スタッフの給与も下がり
かねない。処遇改善と逆行しないか」
と疑問を表明した。

いか」など、人事管理体制の向上なし
に加算が実施されている現状に疑問の
声があがった。また、「重要なことは
経営マネジメントの導入である。マネ
ジメントのできる人材の養成を急がな
ければならない」とする具体的な提案
もあった。

厚労省は、年末に結論をまとめる予
定で、処遇改善に関する議論を続行し
ていく方針だ。

厚労省・介護保険部会

厚労省・介護給付費分科会
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医療機器の流通改善で電子商取引の推進

認知症併存のがん患者の支援プログラム確立を提言

医療安全管理者講習会を開催

　

　　

厚労省・医療機器の流通改善懇談会
厚生労働省の医療機器の流通改善に

関する懇談会（座長＝三村優美子・青
山学院大学経営学部教授）は９月30日、
医療機器の流通改善について業界から
ヒアリングを実施した。医療機器の流
改懇は、５年ぶりの開催。

冒頭に挨拶した厚労省の神田裕二医
政局長は、「2011年の医療機器のコー
ド化に関する事務連絡以降、バーコー
ド表示に取り組んでいただいている。
電子商取引や流通適正化への意見をい
ただきたい」と述べた。

日本医療機器テクノロジー協会の小

厚生労働省のがん対策推進協議会
（門田守人会長）は９月30日、2017年
からスタートする第３期がん対策推進
基本計画の策定に向けてライフステー
ジに応じたがん対策を協議。認知症高
齢者や思春期・若年成人（AYA 世代）
のがん対策について参考人から意見を
きいた。

国立がん研究センター先端医療開発
センターの小川朝生氏は認知症を併存
するがん患者に対応するため、意思決

医療安全管理者継続講習（演習）会
が10月１日・２日に全日病で行われ、
RCA と FMEA の手法を用いた医療
安全管理の進め方をグループワークで
学んだ。

冒頭に挨拶した西澤寬俊会長は、「医
療事故調査制度が施行されて１年が経
過し、全日病は支援団体として具体的
活動を開始している。医療安全は病院
を運営していく上で非常に重要であり、
医療安全管理者の責任は大きくなって
いる。講習会で習得した内容を医療現
場で活用し、質が高く組織的な医療の
提供に結び付けてほしい」と述べた。

事故報告書をもとにグループ討議
講習会は２日間の日程で、１日目

に RCA を、２日目に FMEA を学ん
だ。RCA（Root Cause Analysis、 根
本原因分析）は事故の原因分析と再発
防止が目的であり、FMEA（Failure 
Mode and Effects Analysis、 故 障 モ
ード影響解析）は事故の未然防止を目
的とする。

講習会では、飯田修平常任理事が演
習の進め方や留意点を説明した後、さ
っそく演習に入った。

RCA の手順は、①出来事流れ図の

ることを報告した。
日本医療機器販売業協会の浅若博敬

委員は、販売業者として流通コストを
削減するため、ICT 化や物流拠点の
集約・効率化を図っていると説明した。
電子商取引の推進については、医療機
関の協力を要請した。製造業と販売業・
卸間の電子商取引は、2011年から2015
年に1.5倍の増加をみせているが、卸
と医療機関との取引はファクスなどの
マニュアル処理が主流となっている。

また、医療の高度化に対応して医療
機器の適正使用を進めるため、専門知

携拠点病院に支援プログラムを定着さ
せなければならない」と強調した。

国立がん研究センター中央病院の清
水千佳子氏は、15歳以上40歳未満の
AYA（Adolescent and Young Adult、
思春期・若年成人）世代のがん対策に
ついて提言した。AYA 世代のがん患
者は、全がん患者の４％強の割合で存
在するが、頻度が低いために医療機関・
医療者の経験数が少ない。

清水氏は、AYA の支援チームや専

分の薬剤（1週間に１回・４日分）を連
続４日間、投与した。

事故調査委員会を想定して演習
事故発生報告書は完全なものではな

く、原因を究明する上で足りない部分
がある。このため、事故の当事者に対
するヒアリングを行う必要がある。

研修会では、実際の事故調査委員会
を想定し、講師陣が事故の当事者とな
って壇上に上がり、参加者の質問を受
けた（写真）。ここで大切なのは、誤り
を責めないこと。責任追及が目的では
なく、原因の究明が目的だからだ。
「薬剤師が投薬をチェックしていな

かったのか」「お薬手帳は確認しなかっ
たのか」などの質問に当事者役の講師
が答えた。

ヒアリングを踏まえ、出来事流れ図
を修正。さらに出来事流れ図をもとに
要因分析の作業に入り、なぜ事故が発
生したのか、根本原因を追及した。

一通りの作業を終え、各グループが
発表した。一つひとつの出来事を深堀
りして検討した経過を報告する。飯田
常任理事は、「論理の飛躍がある。こ
れでは改善につながらない」と指摘し、
適切な要因分析を求めた。

林和夫委員は、流通システムの電子化
推進に向けた製造業界の取組みを説明。
製品へのバーコード表示を徹底するた
め、「米国と同様にバーコード表示を
義務化すべき」と提案した。また医療
機関の電子商取引（EDI）を促進する
ため、診療報酬におけるインセンティ
ブを求めた。

医療機器の適正使用・安全使用に向
けて、学会と連携して医療従事者を対
象に医療機器のトレーニングを実施す
ることや、在宅医療に対応するため24
時間コールセンターの設置を進めてい

定能力の評価と認知機能障害に配慮し
た支援法、せん妄・疼痛・認知症の身
体管理に対するプログラムを確立する
ことが重要だと指摘した。

小川氏は、急性期病院に求められる
認知症への対応として、認知症の見落
としの防止、せん妄の予防・発見・対
処をあげ、「個人の臨床技術で対応す
るのでなく、システムを構築して、支
援を提供できるようにする必要があ
る」と指摘。「2025年までにがん診療連

作成、②背景要因の洗い出し（なぜな
ぜ分析）、③因果図作成、④対策立案
と進む。①の出来事流れ図の作成で、
事実関係を時系列で考え、②要因の洗
い出しで、各事実がなぜおきたかの疑
問をあげ、疑問に対する原因を記載す
る。疑問が出てこなくなるまで繰り返
し、それ以上追及できなくなれば、そ
れが根本原因である可能性が高い。な
お、根本原因は一つとは限らない。

参加者は、６人ずつのグループに分
かれ、事前に渡された事故報告書をも
とにグループごとに出来事流れ図の作
成に着手した。課題となった事例は、
リウマトレックスの投与過誤事例。関
節リウマチ（RA）でリウマチの外来に
通院していた患者が下血を訴えて、消
化器内科に入院したが、その際に患者
の家族が外来で処方されたリウマトレ
ックスを持参。研修医が持参薬の与薬
を指示したが、服用方法の誤りにより
患者が死亡した。

リウマトレックスの成分であるメト
トレキサートは、白血病の治療に用い
られる抗がん剤でもある。難治性の慢
性関節リウマチの治療薬として開発さ
れ、十分な知識を持った医師が使用す
ることが求められる。事例は、１カ月

識を有する人材の育成をシステム化し
ていく考えを示した。

厚労省は、流改懇で継続的に検討
する課題として、①電子商取引（EDI）
の推進②医療機関における在庫管理の
効率化③医療機器の適正使用の推進④
UDI（個別識別コード）の表示による
在庫管理の効率化─をあげた。

門の病棟を有する AYA 診療拠点病院
を指定することを提案。「拠点病院を
中心に地域の医療者教育・人材育成、
治療・ケア・長期フォローアップの連
携体制を整備すべき」とした。

輸血をテーマに FMEA を演習
２日目には、輸血業務をテーマに

FMEA（故障モード影響解析）の演習
を行った。FMEA では、各工程で起
こりえる不具合を想定し、不具合によ
る現象・影響を検討し、対策をたて
る。不具合の発生頻度、影響度、検
知難易度を点数化して危険度を求め、
FMEA シートを作成し、危険度の高
い業務工程を抽出して対策を検討する。

参加者はグループごとに輸血伝票の
照合確認から輸血開始まで、輸血業務
における18工程について、不具合の影
響を考察して発表した。

RCA と FMEA は、産業界で使わ
れている安全管理手法。飯田常任理事
は、「これらを使わない限り、未然防
止と事後対応はできない。みなさんが
指導者になって、医療安全に取り組ん
でいただきたい」と呼びかけた。

事故の要因分析（RCA）と未然防止（FMEA）の手法学ぶ

厚労省・がん対策推進協議会
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■ 現在募集中の研修会（詳細な案内は全日病ホームページをご参照ください）

研修会名（定員） 日時【会場】 参加費 会員（会員以外） 備考

2025年に生き残るための経営セ
ミナー　第14弾 「看護師特定行為
研修指定研修機関への道　〜こうす
れば取れるセミナー〜」
 （100名）

2016年11月18日（金）
【全日病会議室】

8,640円（16,200円）（税込み）

保助看法の改正により2015年10月から看護師特定行為
研修が始まった。セミナーでは、研修機関指定に向けた
実際の戦略や取得の手続き、院内整備体制のポイントを
解説する。回復期や慢性期の現場を支える中小病院や介
護保険施設を持つ病院こそ、指定研修機関の役割が求め
られる。

災害時の病院管理者等の役割研修 
（60名）

2016年12月3日（土）
【TKP ガーデンシティー  大阪梅田】

7,560円（10,800円）（税込み）

大規模災害等発生時に、病院は患者、職員の安全確保や
負傷者を受け入れる病院機能など様々な役割が求められ
る。研修では、病院管理者の取るべき処置を説明し発災
を想定したシミュレーションを実施する。研修受講者に
は、受講修了証を発行する。
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